
１　令和３年度普通交付税概要
　この資料は、「地方交付税法(昭和25年法律第211号)」及び「普通交付税に関する省令(昭和37年自治省令第17号)」に基づき決定された普通交付税の概要をとりまとめたものである。
１　地方交付税の総額
　地方交付税の総額（当初）は、17兆4,385億円で前年度（16兆5,882億円）に比べ、+8,503億円、+5.1％となった。

　地方交付税の総額の内訳は、国税５税（所得税・法人税の33.1％､酒税の50％、消費税の19.5％及び地方法人税の100％）の額13兆7,002億円（過年度精算分除く）、国の一般会計からの加算額2兆1,915億円等である。

　その結果、別表のとおり普通交付税は16兆3,921億円、特別交付税は1兆464億円となっている。その後、令和3年の国の補正予算により、普通交付税が1兆9,418億円、特別交付税が282億円増額されたため、変更後の総額は19兆4,085億円となった。
　なお、臨時財政対策債発行可能額の総額は5兆4,796億円となっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　主な算定項目
（１）　地域社会のデジタル化に集中的に取り組むための経費の財源を措置するため、令和３年度及び令和４年度における措置として「地域デジタル社会推進費」を設けること。
（２）　保健所の体制強化、児童虐待防止の充実、障害者の自立支援の充実、介護給付の充実に要する経費の財源を措置すること。
（３）　教育の情報化、特別支援教育、私学助成等教育施策に要する経費の財源を充実すること。
（４）　公共施設等の適正管理を推進するため、維持補修に要する経費の財源を充実すること。
（５）　その他制度の改正に伴って必要となる経費及び地方公共団体の行政水準の確保のために必要となる経費の財源を措置すること。

（６）　臨時財政対策債への振替額に相当する額を控除した額を基準財政需要額とすること。
（７）　国の補正予算における歳出の追加に伴う地方負担を措置するため、令和3年度に限り、「臨時経済対策債」を創設すること。
（８）　令和3年度の臨時財政対策債を償還するための基金の積立てに要する経費を措置するため、令和3年度に限り、「臨時財政対策債償還基金費」を創設すること。
３　本県市町村分の普通交付税額
　本県における市町村分の普通交付税の交付額は、1,951億4,609万5千円（対前年度比41.1％増）である。なお、臨時財政対策債発行可能額は1,208億9,750万3千円で、これを普通交付税に合算した額は3,160億4,359万8千円となる。
４　本県市町村分の普通交付税の特徴
令 和 ３ 年 度 普 通 交 付 税 決 定 状 況
    　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区　　　　分
	令和３年度
Ａ
	令和２年度
B
	増　減　額

Ｃ(Ａ－Ｂ)
	増　減　率

Ｃ／Ｂ ％

	基準財政
需要額
	市
	1,094,257,074
	1,061,862,419
	32,394,655
	3.1％

	
	 町村
	99,378,983
	94,097,365
	5,281,618
	5.6％

	
	  計
	1,193,636,057
	1,155,959,784
	37,676,273
	3.3％

	基準財政
収入額
	  市
	939,087,805
	962,341,200
	▲23,253,395
	▲2.4％

	
	 町村
	62,215,978
	64,242,746
	▲2,026,768
	▲3.2％

	
	  計
	1,001,303,783
	1,026,583,946
	▲25,280,163
	▲2.5％

	交付決定額
	  市
	157,983,090
	105,158,593
	52,824,497
	50.2％

	
	 町村
	37,163,005
	30,231,446
	6,931,559
	22.9％

	
	  計
	195,146,095
	135,390,039
	59,756,056
	44.1％


　　　　※需要額・収入額については、合併算定替ベースの額（錯誤額含む）である。また、不交付団体を含む数値のため、表内の計算において交付決定額とは一致しない。
　　　　※令和3年度については、再算定後の額である。

(1)　基準財政需要額関係

　　ア　高齢者保健福祉費の増

　介護給付費負担金を増額したこと等により、135億円増（7.5%増）となった。
　　イ　社会福祉費の増
　障害者自立支援給付費を増額したこと等により、87億円増（5.2%増）となった。
 (2)　基準財政収入額関係

　　ア　市町村民税（所得割）の減
　一人当たり税負担額の減などにより、170億円減（4.3%減）となった。
　　イ　市町村民税（法人税割）の減
　主要企業の業績悪化による調定額の減などにより、128億円減（45.4%減）となった。
主　 要 　税　 目　 の　 状　 況

　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％）
	区　　分
	市町村民税
所得割
	市町村民税
法人税割
	固定資産税
	地方消費税

交　付　金
	市町村
たばこ税

	令 和 ３ 年 度
基準財政収入額
	375,362,823
	15,379,632
	342,925,185
	134,804,182
	34,960,761

	令 和 ２ 年 度
基準財政収入額
	392,392,803
	28,163,648
	345,713,707
	136,341,784
	34,978,769

	増減額
	▲17,029,980
	▲12,784,016
	▲2,788,522
	▲1,537,602
	1,981,992

	増減率
	▲4.3
	▲45.4
	▲0.8
	▲1.1
	5.6


５　本県市町村分の臨時財政対策債発行可能額
　令和３年度の臨時財政対策債の発行可能額は、各団体の財源不足額及び財政力を考慮して算出する方式〔財源不足額基礎方式〕により算出した額となっている。
　
　　発行可能額：　県　計　　 1,208億9,750万3千円
２　令和３年度地方特例交付金の概要
　１　地方特例交付金
　（１）個人住民税減収補填特例交付金
　所得税で控除しきれない住宅ローン減税額を住民税から控除することによる地方公共団体の減収を補填するために交付されている。
（２）自動車税減収補填特例交付金及び軽自動車税減収補填特例交付金

　自動車税環境性能割及び軽自動車税環境性能割の臨時的軽減による地方公共団体の減収を補填するために令和元年度から交付されている。
    本県における令和３年度市町村分の地方特例交付金の交付額は、下記のとおりである。
    　交付決定額　　　　　　　　　　 93億5,356万2千円
　 　　 市　計　  88億2,863万5千円
　　    町村計　   5億2,492万7千円
３ 交付税概要の見方
１　主な用語の説明
 (1)　普通交付税
      地方交付税の主体をなすもので、基準財政需要額に対して基準財政収入額が不足する地方公共団体にその不足相当額が交付されるものであり、交付総額は地方交付税総額の９４％相当分である。
 (2)  特別交付税普通交付税の算定方法では捕捉されなかった災害等の特別な財政需要を考慮して交付されるものであり、交付総額は地方交付税総額の６％相当分である。
 (3)  基準財政需要額
　　　各地方公共団体における財政需要を一定の方法により合理的に計算した額をいう。
　　　基準財政需要額＝単位費用×測定単位×補正係数
 (4)  基準財政収入額
　　　各地方公共団体における法定普通税を中心とした税収入額を一定の方法により計算した額の７５％相当額等をいう。
 (5)  単位費用
　　　標準的な地方公共団体が合理的かつ妥当な水準の行政運営を行う際の各測定単位当たり費用をいう。
 (6)  測定単位
　　　地方行政の種類ごとに設けられ、かつ、この種類ごとにその量を測定する単位をいう。
 (7)  補正係数
      基準財政需要額を算定する際、各地方公共団体の人口規模や地理的条件などの要因による費用の差を反映させるため、測定単位の数値を割増し又は割落としするための係数をいう。
 (8)  財源不足額
　　　基準財政需要額－基準財政収入額＝Ａ
　　　Ａが正数の場合、Ａを財源不足額といい、Ａが負数の場合、Ａを財源超過額という。
 (9)  調整率
　各地方公共団体の財源不足額の合計額が、普通交付税総額を超過する場合に、総額に合わせるための減額率をいう。
             　　  調整率 ＝   財源不足額の合計額－普通交付税総額 
           　 　　　　　　　　財源不足団体の基準財政需要額の合計額
(10) 合併算定替

　　　市町村合併後の一定期間、新市町村の普通交付税が、合併しなかったと仮定した場合に算定される旧市町村の普通交付税の合計額を下回らないようにする特例である。一定期間経過後も５年間は、激変緩和措置として、旧市町村の合計額と新市町村の算定額との差額の一定割合が保証される。
２　他の資料と比較検討する際の留意点
 (1)  基準財政需要額の経費の種類については、概ね地方財政状況調と一致しているが、詳細については区分内容を参照されたい。
 (2)  基準財政収入額については、各税目で計算方法が異なり、かつ理論計算されていることに留意されたい。

